
 

事 務 連 絡  

平成３０年４月２日  

 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部） 御中 

 

 

厚生労働省保険局国民健康保険課 

 

 

  平成 30 年度国民健康保険制度関係業務事業費補助金（都道府県事業）に係る事前調書の提

出について（依頼） 

 

 

日頃より、国民健康保険制度の運営に対し、ご協力・ご尽力をいただきありがとうございます。 

標記については、「平成 30年度国民健康保険制度関係業務事業費補助金（都道府県事業）に係

る留意事項」（平成 30年 4月 2日保国発 0402第 1号。国民健康保険課長通知の別紙。）において

お知らせしたところですが、別添の様式を作成し、事業の実施を開始する２か月前の日 （平成

30 年 6月 26 日までに開始する場合には、4 月 26日（木））の正午までに、電子メールにてエク

セルファイルを送付して提出いただきますようお願いいたします。 

なお、提出において、積算資料を添付していただく必要はありませんが、提出していただいた

内容を確認した結果、詳細について照会させていただく場合がありますので、各経費の単価及び

数量に基づく積算資料を準備し、十分に精査したうえで、提出していただくようお願いいたしま

す。 

 

 

 

〈回答先・お問い合わせ先〉 

厚生労働省保険局国民健康保険課 

国民健康保険広域化推進専門官 圖司
ず し

 

電話 03-5253-1111（内線 3264） 

E-mail: zushi-naotarou@mhlw.go.jp 



平成30年度国民健康保険制度関係業務事業費補助金（都道府県事業）事前調書

新規 累計

0

0

0

0

0

項番 費用の種類（留意事項通知） 工数（人月） 月額単価（円） 年額（円） 詳細説明

1 事業運営主体における人件費 0

　　〃　　（単価の異なる人員の入力用） 0

項番 費用の種類（留意事項通知） 工数（人月） 月額単価（税抜_円） 年額（税込_円） 詳細説明

2
プロジェクト管理等を行うコンサルタントとの契約
に必要な経費

0

項番 費用の種類（留意事項通知） 開催回数 会場単価（税抜_円） 年額（税込_円） 詳細説明

3 市町村等への説明会の開催に必要な経費 0

4 市町村等への研修会の開催に必要な経費 0

5 クラウド推進に係る研究会の開催に必要な経費 0

6

項番 費用の種類（留意事項通知） 月数 月額単価（税抜_円） 年額（税込_円） 詳細説明

7 通信費 0

項番 年額（税込_円） 詳細説明

8

9

10

0

0

使用料

その他　（あらかじめ厚生労働省と協議し、必要と認められたものに限る）

合　　　　　　計

補助対象経費　　（２分の１）

参入予定市町村数（平成32年度）

参入予定市町村数（平成33年度）

参入予定市町村数（平成34年度以降）

上記開催に要する公共交通機関利用料

費用の種類（留意事項通知）

消耗品

参入予定市町村数（平成31年度）

都道府県名

平成30年度事業の開始年月（平成30年4月～31年3月の範囲）

参入市町村数（平成30年度）



平成30年度国民健康保険制度関係業務事業費補助金（都道府県事業）事前調書　≪記載例≫

○○県

平成30年4月

新規 累計

0 0

25 25

16 41

20 61

未定 61

項番 費用の種類（留意事項通知） 工数（人月） 月額単価（円） 年額（円） 詳細説明

1 事業運営主体における人件費 24.0 500,000 12,000,000 事業計画の策定及び実施を行う人員

　　〃　　（単価の異なる人員の入力用） 12.0 250,000 3,000,000 連絡調整業務を行う人員

項番 費用の種類（留意事項通知） 工数（人月） 月額単価（税抜_円） 年額（税込_円） 詳細説明

2
プロジェクト管理等を行うコンサルタントとの契約
に必要な経費

2.0 900,000 1,944,000 プロジェクト管理

項番 費用の種類（留意事項通知） 開催回数 会場単価（税抜_円） 年額（税込_円） 詳細説明

3 市町村等への説明会の開催に必要な経費 5 200,000 1,080,000 会場規模：1回あたりの参加者　約50名 （1市町村2名×25市町村）

4 市町村等への研修会の開催に必要な経費 0

5 クラウド推進に係る研究会の開催に必要な経費 0

6 12,000 5回×往復×400円×3名

項番 費用の種類（留意事項通知） 月数 月額単価（税抜_円） 年額（税込_円） 詳細説明

7 通信費 12 100,000 1,296,000 電話料（照会対応）、郵送料（書類送付）

項番 年額（税込_円） 詳細説明

8 200,000 用紙、封筒等の事務用品

9 200,000 パソコンリース、回線使用料

10

19,732,000

9,866,000

上記開催に要する公共交通機関利用料

補助対象経費　　（２分の１）

費用の種類（留意事項通知）

消耗品

使用料

その他　（あらかじめ厚生労働省と協議し、必要と認められたものに限る）

合　　　　　　計

参入予定市町村数（平成32年度）

参入予定市町村数（平成33年度）

参入予定市町村数（平成34年度以降）

都道府県名

平成30年度事業の開始年月（平成30年4月～31年3月の範囲）

参入市町村数（平成30年度）

参入予定市町村数（平成31年度）
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